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２.事業の検証
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４.今後の事業展開（担当課としての提案）
平成22年度の事業の方向性

実施計画事業

行政改革事業事業区分 課長コメント

事務事業

収納箱等の設置及 収納箱等の設置及 収納箱等の設置及

び訓練等の実施 び訓練等の実施 び訓練等の実施

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

210 210 210

210 210 210

0.80 0.80 0.80

0.00 0.00 0.00

6,685 6,685 6,685

6,895 6,895 6,895

道路狭あい地区や住宅密集地等の自治会等関係者と消火用資機材収納箱の設置に適した場所を協議し、設置します。また、住民
に対して消火用資機材を使用した消火
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訓練を実施します。

地

.

域住民及び自治会等関

年

係者への十分な説明を

度

行い、住
■ 民主体の消

別

火訓練を実施する必要

事

があります。

□

□

業内容・事業費 （単位：千円）

平成22年度試算額 平成23年度試算額 平成24年度試算額

事業内容

国庫支出金
財


